
事業概要【デジタル新技術活用などＤＸ・イノベーションによる企業の成長力強化プロジェクト】

令和７年度第１回募集初回採択回新潟県申請者

204,108千円
（68,036千円）

期間中の総事業費
（カッコ内はR7年度事業費）R7-R9年度事業計画期間

ローカルイノベーション分野事業分野インフラ
整備事業

拠点整
備事業✓ソフト

事業経費の類型

経産省「DX認定」取得を通したDX促進による企業価値の向上や、スタートアップなどによるイノベーションにより、
企業の成長力を強化することで、地域経済の活性化を図る。目的・効果

【ソフト事業経費】
〇企業のデジタル技術活用による業務効率化
・支援機関連携DXセミナー開催支援(補助金) 1,589千円
・DXコンシェルジュによるDX相談対応(委託料等)   12,723千円
・IT企業レベルアップのための研修等(委託料)   800千円

〇ビジネスモデル変革など「DX」による企業価値向上
・経産省「DX認定」取得や新事業創出による先進事例創出な
どDXによる企業価値向上を支援(委託料等)  25,000千円

〇デジタル先端技術を活用したイノベーション創出
・先端技術活用のｻｰﾋﾞｽ等開発支援(補助金等)15,514千円

〇首都圏の経営人材確保によるイノベーション推進
・スタートアップの経営人材マッチング支援(委託料等) 12,410千円

事業概要・
主な経費

※経費内訳はR7年度事業費

①サービス・製品を開発した企業の付加価値増加率
（＋５％）

②本県のDX認定事業者の全国割合（＋0.12％）
③DXワンストップ相談窓口の相談件数（＋130件）
④スタートアップ等と経営人材のマッチング数(＋30件）

KPI
※カッコ内の数値は最
終事業年度までの

「KPI増加分の累計」
の目標値

県内経済団体関係者、大学教授等の外部有識者を加えた組織から
効果的な事業構築やKPI設定等に係る意見を聴取し、事業設計や事
業見直しに反映する。
また、産官学金によるDX推進のためのプラットフォームや金融機関・商

工団体などの支援機関等から意見を吸い上げ、事業内容へ反映すると
ともに、これらの団体・機関等と連携した効果的な事業執行に取り組む。

地域の多様な
主体の参画


